
令和２年度 経営発達支援計画実地評価表 

大野町商工会 

区 分 項 目 事業の目標 評 価 

Ⅰ．経営発達支

援事業の内

容 
１．地域の経済動向調査に関

すること 

地域内事業者に対し景況調査を業種別に実施

し、経済動向の把握と調査と分析を行い、 

調査結果・分析結果については、簡易なレポー

トにして「商工会だより」にまとめ、4半期に 1度、

会員事業所に配布します。 

 

 

Ｂ 

２．経営状況の分析に関する

こと 

小規模事業者が自社の財務状況を正確に把

握するために、商工会で比較可能な業種別デー

タとの比較により簡易的な財務分析をし、診断結

果をフィードバックしていきます。 

 

Ａ 

３．事業計画策定支援に関す

ること 

経営状況の分析や、巡回指導・窓口相談など 

の参加を通じて、これからの企業としてのあるべき

姿について検討していただき、自社や自社が提

供する商品・サービス・製品の強み、経営方針・

目標と今後のプランを取りまとめた事業計画の策

定を支援していきます。 

 

 

Ｂ 

４．事業計画策定後の実施支

援に関すること 

事業計画策定を行った小規模事業者が、事

業計画を確実に実行できるよう継続的に伴走

型支援を行い、経営課題の克服に向けて支援

していきます。 

 

Ａ 

５．需要動向調査に関するこ

と 

事業計画策定の前後を問わず、個々の事業

者の事業に関わる市場情報の提供を、主体的に

実施し、その情報提供を踏まえて、事業者の環

境変化への対応を一貫して支援していきます。 

 

Ａ 

６．新たな需要の開拓に寄与

する事業に関すること 

小規模事業者の持続的発展のため、新たな需要

を開拓することを目標とする、商品・サービスのブ

ラッシュアップから、マスメディアなど各種広報活

動による情報発信、商談会・展示会等への参加

による販売ルート・販売機会の開拓、さらには持

続的な利益創出の模索まで、一貫した伴走型支

援を実施していきます。 

 

 

 

Ｂ 

 

評価基準   Ａ：目標を達成することができた（100％以上） 

       Ｂ：目標を概ね達成することができた（80～99％） 

       Ｃ：目標を半分程度しか達成することができなかった（30～79％） 

       Ｄ：目標をほとんど達成することができなかった（30％未満） 

 


